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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期

中間連結会計期間
第55期

中間連結会計期間
第54期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 （百万円） 81,915 84,229 169,094

経常利益 （百万円） 4,109 4,281 8,602

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（百万円） 2,784 2,812 5,700

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 2,848 2,977 5,796

純資産額 （百万円） 69,863 72,062 69,902

総資産額 （百万円） 97,706 100,408 95,748

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 84.58 89.48 176.25

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 80.58 85.06 167.77

自己資本比率 （％） 70.8 71.1 72.3

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △399 2,489 5,073

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △2,496 △385 △2,873

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △247 439 △2,711

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 10,115 15,290 12,747

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日）におけるわが国の経済は、中東情勢の影響によりイン

フレ圧力が高まっておりますが、名目賃金の上昇に伴い実質賃金も持ち直しつつあり、個人消費を下支えしており

ます。また、企業業績は堅調に推移しており、人手不足を背景とした省力化やＤＸ推進に向けた設備投資も持ち直

しており、一部で足踏みがみられるものの、緩やかに回復しております。今後も緩やかな景気回復が見込まれます

が、不安定な中東情勢がもたらす原油価格および消費者物価の上昇、米国の金融政策や金利動向など外部要因によ

る影響が懸念されております。

　自動車販売業界におきましては、当中間連結会計期間までの軽自動車を含めた国産新車の総登録台数は、2,285

千台となり、前年同期に比べ5.0％増加、軽自動車を含めた中古車販売台数は、3,143千台と前年同期比0.5％減少

いたしました。また、外国メーカー車につきましては、新車登録台数は121千台と前年同期に比べ0.7％増加いたし

ました。

　このような状況のもと、当社グループの経営成績は、以下のとおりとなりました。

　売上高は、前年同期に比べ2,313百万円増加（前年同期比2.8％増加）の84,229百万円となりました。利益につき

ましては、営業利益は前年同期に比べ217百万円増加（同5.5％増加）の4,200百万円となりました。経常利益は前

年同期に比べ172百万円増加（同4.2％増加）の4,281百万円となりました。親会社株主に帰属する中間純利益は、

前年同期に比べ27百万円増加（同1.0％増加）の2,812百万円となりました。

　セグメントごとの業績は、次のとおりであります。なお、営業利益合計と連結営業利益の差額は、主に報告セグ

メントに帰属しない持株会社に属するものであります。

　　　　　　　　　（単位：百万円）

 

 

国産車販売事業 輸入車ディーラー事業

売上高 営業利益 売上高 営業利益

当中間期 26,237  920  57,991  2,631  

前中間期 26,011  1,027  55,904  2,381  

　増減率 0.9 ％ △10.4 ％ 3.7 ％ 10.5 ％

 

②財政状態

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は47,579百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,917百万円増加いた

しました。これは、主に売掛金が884百万円減少いたしましたが、現金及び預金が2,542百万円、商品及び製品が

1,736百万円増加したことによるものであります。固定資産は52,829百万円となり、前連結会計年度末に比べ742百

万円増加いたしました。これは、主にのれんが89百万円減少いたしましたが、機械装置及び運搬具が623百万円、

建設仮勘定が27百万円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は、100,408百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,660百万円増加いたしました。

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は15,924百万円となり、前連結会計年度末に比べ115百万円増加いたし

ました。これは、主に短期借入金が1,000百万円減少いたしましたが、支払手形及び買掛金が100百万円、未払法人

税等が384百万円、契約負債が812百万円増加したことによるものであります。固定負債は12,422百万円となり、前

連結会計年度末に比べ2,385百万円増加いたしました。これは、主に長期借入金が2,331百万円増加したことによる

ものであります。

　この結果、負債合計は、28,346百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,500百万円増加いたしました。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産は72,062百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,159百万円増加いたし

ました。これは、主に親会社株主に帰属する中間純利益2,812百万円及び剰余金の配当1,191百万円によるものであ

ります。

　この結果、自己資本比率は71.1％（前連結会計年度末は72.3％）となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

半期報告書

 3/22



(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ2,542百万

円増加の15,290百万円となりました。当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況と主な要因は次のと

おりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果獲得した資金は、2,489百万円（前年同期は399百万円の支出）となりました。

主な要因は、棚卸資産の増加が3,570百万円（前年同期比2,575百万円増加）、法人税等の支払額1,229百万円

（同605百万円減少）となりましたが、税金等調整前中間純利益4,281百万円（同158百万円増加）、減価償却

費1,790百万円（同102百万円増加）、売上債権の減少841百万円（同781百万円増加）によるものであります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動による資金の支出は、385百万円（前年同期比2,110百万円の支出の減少）となりました。

主な要因は、投資有価証券の取得による支出144百万円（同19百万円増加）、有形固定資産の取得による支出

250百万円（同1,416百万円減少）によるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動による資金の獲得は、439百万円（前年同期は247百万円の支出）となりました。

　　　　主な要因は、短期借入金の減少額1,000百万円（前年同期比585百万円増加）、長期借入金の返済に

　　　　よる支出2,353百万円（同1,003百万円減少）、配当金の支払額1,193百万円（同250百万円減少）となり

　　　　ましたが、長期借入金による収入5,000百万円（前年同期は5,000百万円の収入）によるものであります。

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【重要な契約等】

   　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
(2026年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(2026年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 44,126,024 44,126,024
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 44,126,024 44,126,024 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数
（株）

発行済株式　
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金　
増減額
（百万円）

資本準備金　
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 44,126,024 － 100 － 6,439
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

㈲ヤマサン 東京都町田市鶴間３丁目16－12 8,930 28.20

㈱ラグナ 東京都町田市鶴間３丁目15－３ 3,500 11.05

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イ

ンターシティＡＩＲ

 

1,348 4.26

板東　徹行 東京都町田市 1,120 3.54

㈱日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－12 1,047 3.31

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ

ＢＲＯＫＥＲＳ　ＬＬＣ

（常任代理人　インタラクティブ・ブ

ローカーズ証券株式会社）

ＯＮＥ　ＰＩＣＫＷＩＣＫ　ＰＬＡＺＡ

ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ　

ＣＯＮＮＥＣＴＩＣＵＴ　ＵＳＡ

（東京都千代田区霞が関３丁目２番５

号）

973 3.07

井上　順子 東京都町田市 762 2.41

㈱シューツー 東京都町田市鶴間３丁目15番地３ 610 1.93

内藤　征吾 東京都中央区 530 1.68

ケーユーグループ従業員持株会 東京都町田市鶴間８－17－１ 507 1.60

計 － 19,332 61.04

（注）上記日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式のうち信託業務に係る株式数は1,336千株、㈱日本カストディ

銀行の所有株式のうち信託業務に係る株式数は1,046千株であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 12,453,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 31,630,300 316,303 －

単元未満株式 普通株式 42,524 － －

発行済株式総数  44,126,024 － －

総株主の議決権  － 316,303 －

(注）1.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,600株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数26個が含まれております。

2.「単元未満株式」には、当社所有の自己株式97株が含まれております。

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義　
所有株式数
（株）

他人名義　
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有　
株式数の割合
（％）

㈱ケーユーホールディングス

東京都町田市

鶴間八丁目　

17番１号

12,453,200 － 12,453,200 28.22

計 － 12,453,200 － 12,453,200 28.22

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

半期報告書

 7/22



第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,747 15,290

売掛金 4,610 3,726

商品及び製品 21,820 23,557

仕掛品 263 293

原材料及び貯蔵品 488 493

前払費用 390 689

その他 3,351 3,538

貸倒引当金 △11 △10

流動資産合計 43,661 47,579

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,234 14,894

機械装置及び運搬具（純額） 6,071 6,695

工具、器具及び備品（純額） 353 315

土地 26,421 26,421

建設仮勘定 77 105

有形固定資産合計 48,158 48,432

無形固定資産   

のれん 449 359

その他 130 124

無形固定資産合計 580 484

投資その他の資産   

投資有価証券 1,169 1,566

繰延税金資産 664 804

その他 1,521 1,629

貸倒引当金 △7 △87

投資その他の資産合計 3,348 3,912

固定資産合計 52,086 52,829

資産合計 95,748 100,408
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,557 2,658

短期借入金 1,000 －

１年内返済予定の長期借入金 3,865 4,180

未払金及び未払費用 1,212 1,207

未払法人税等 1,320 1,705

契約負債 3,202 4,014

賞与引当金 544 517

その他 2,106 1,640

流動負債合計 15,808 15,924

固定負債   

長期借入金 8,316 10,647

繰延税金負債 807 860

資産除去債務 751 754

退職給付に係る負債 33 37

その他 129 122

固定負債合計 10,037 12,422

負債合計 25,845 28,346

純資産の部   

株主資本   

資本金 100 100

資本剰余金 14,113 14,337

利益剰余金 60,582 62,203

自己株式 △6,029 △5,879

株主資本合計 68,766 70,760

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 453 619

その他の包括利益累計額合計 453 619

新株予約権 682 682

純資産合計 69,902 72,062

負債純資産合計 95,748 100,408
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 81,915 84,229

売上原価 68,648 69,933

売上総利益 13,266 14,296

販売費及び一般管理費 ※ 9,283 ※ 10,095

営業利益 3,983 4,200

営業外収益   

受取利息 19 29

受取配当金 17 21

受取地代家賃 90 87

受取保険金 11 24

その他 55 41

営業外収益合計 195 204

営業外費用   

支払利息 33 76

賃貸費用 31 33

その他 4 14

営業外費用合計 69 124

経常利益 4,109 4,281

特別利益   

負ののれん発生益 20 －

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 21 －

特別損失   

事業譲渡損 7 －

特別損失合計 7 －

税金等調整前中間純利益 4,122 4,281

法人税、住民税及び事業税 1,300 1,644

法人税等調整額 37 △175

法人税等合計 1,338 1,469

中間純利益 2,784 2,812

親会社株主に帰属する中間純利益 2,784 2,812
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 2,784 2,812

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 63 165

その他の包括利益合計 63 165

中間包括利益 2,848 2,977

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,848 2,977

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 4,122 4,281

減価償却費 1,687 1,790

受取利息及び受取配当金 △37 △50

支払利息 33 76

売上債権の増減額（△は増加） 59 841

棚卸資産の増減額（△は増加） △995 △3,570

仕入債務の増減額（△は減少） △2,384 100

のれん償却額 － 89

負ののれん発生益 △20 －

その他 △1,049 190

小計 1,415 3,748

利息及び配当金の受取額 36 47

利息の支払額 △34 △83

法人税等の還付額 19 7

法人税等の支払額 △1,834 △1,229

営業活動によるキャッシュ・フロー △399 2,489

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △125 △144

投資有価証券の売却及び償還による収入 200 －

有形固定資産の取得による支出 △1,667 △250

有形固定資産の売却による収入 58 －

無形固定資産の取得による支出 △1 △3

その他の収入 540 89

その他の支出 △1,501 △75

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,496 △385

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △414 △1,000

長期借入れによる収入 5,000 5,000

長期借入金の返済による支出 △3,357 △2,353

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △1,444 △1,193

その他の支出 △30 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー △247 439

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,142 2,542

現金及び現金同等物の期首残高 13,258 12,747

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 10,115 ※ 15,290
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

販売諸掛 1,254百万円 1,174百万円

広告宣伝費 617 633

貸倒引当金繰入額 － 78

役員報酬 549 565

給与手当 2,751 3,025

賞与引当金繰入額 221 233

減価償却費 921 1,025

租税公課 418 423

賃借料 492 554

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 10,115百万円 15,290百万円

現金及び現金同等物 10,115 15,290
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,445 44.00  2025年３月31日   2025年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月10日

取締役会
普通株式 663 20.00   2025年９月30日   2025年12月８日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,191 38.00   2026年３月31日   2026年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月13日

取締役会
普通株式 633 20.00   2026年９月30日   2026年12月７日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 

国産車
販売事業

輸入車
ディーラー
事業

計

売上高      

顧客との契約から生じる収益 26,011 55,904 81,915 － 81,915

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 26,011 55,904 81,915 － 81,915

セグメント間の内部売上高又
は振替高

12 182 194 △194 －

計 26,023 56,086 82,110 △194 81,915

セグメント利益 1,027 2,381 3,409 573 3,983

（注）調整額は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社に関するものであります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

                                                                 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 3,409

当社とセグメントとの内部取引消去額 1,345

セグメント間取引消去 8

全社費用（注） △780

中間連結損益計算書の営業利益 3,983

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社に属する一般管理費であります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 

国産車
販売事業

輸入車
ディーラー
事業

計

売上高      

顧客との契約から生じる収益 26,237 57,991 84,229 － 84,229

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 26,237 57,991 84,229 － 84,229

セグメント間の内部売上高又
は振替高

27 231 259 △259 －

計 26,265 58,223 84,488 △259 84,229

セグメント利益 920 2,631 3,552 648 4,200

（注）調整額は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社に関するものであります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

                                                                 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 3,552

当社とセグメントとの内部取引消去額 1,401

セグメント間取引消去 10

全社費用（注） △762

中間連結損益計算書の営業利益 4,200

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社に属する一般管理費であります。

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益 84円58銭 89円48銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
2,784 2,812

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
2,784 2,812

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,919 31,426

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 80円58銭 85円06銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 1,633 1,633

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －
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（重要な後発事象）

　　（自己株式の取得）
　当社は、2026年11月13日開催の取締役会において、以下のとおり会社法第165条第３項の規定により読み替えて適
用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

 
１．自己株式の取得を行う理由
　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするため、自己株式の取得を実施いたします。

 
２．取得枠に係る事項の内容
（１）取得対象株式の種類：当社普通株式
（２）取得し得る株式の総数：100万株を上限とする

　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合3.16%）
（３）株式の取得価額の総額：1,300,000,000円を上限とする
（４）取得期間：2026年11月16日～2026年12月30日
（５）取得方法：東京証券取引所における市場買付（立会外買付取引を含む）
 
３.取得に係る事項の内容
（１）取得対象株式の種類：当社普通株式
（２）取得し得る株式の総数：50万株を上限とする

　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.58%）
（３）株式の取得価額の総額：584,500,000円を上限とする
（４）取得結果の公表：2026年11月16日午前８時45分の取引終了後に取得結果を公表する
（注１）当該株数の変更は行わない。なお、市場動向等により、一部または全部の取得が行われない可能性がある。
（注２）取得予定株式数に対当する売付注文をもって買付けを行う。

 

２【その他】

　2026年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

中間配当による配当金の総額　　　　　　     633百万円

１株当たりの金額　　　　　　　　　　　      20円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日　　 2026年12月７日

（注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2026年11月13日

株式会社ケーユーホールディングス

取 締 役 会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東　京　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 月本　洋一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大久保　豊

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ケーユーホールディングスの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（2026年４月１日から2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ケーユーホールディングス及び連

結子会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを

行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事

業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して中間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から

中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中

レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確

実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務

諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていな

いと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は

重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定

付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記

事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策

を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はそ

の内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　　上

 

 

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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